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領土・主権をめぐる内外発信の強化に向けたイニシアティブ

「領土・主権をめぐる内外発信に関する有識者懇談
会」の再開

領土・主権をめぐる内外発信に関する総合調整会議
の開催

経済界等への働きかけ

独自のWeb Siteの立ち上げ

海外出張を活用した対外発信

１

２

３

４

５



山本
領土担当大臣

外務省

防衛省

国土交通省
海上保安庁

内閣官房
領土・主権対策企画調整室

【主宰】

内閣府
北方対策本部

文部科学省

内閣広報室
官邸 国際広報室

内閣府
政府広報室

領土・主権をめぐる内外発信に関する総合調整会議
の開催

１

○我が国の領土・主権をめぐる内外発信の強化を目的として、領土
担当大臣の下で、政府全体の内外発信に係る諸課題に関する総
合調整を行う。



西原 正 平和・安全保障研究所理事長

阿川 尚之 慶応義塾大学教授

大澤 淳 世界平和研究所主任研究員

伊奈 久喜 日本経済新聞社特別編集委員

宮家 邦彦 立命館大学客員教授

松田 康博 東京大学教授

小寺 彰 東京大学教授

下條 正男 拓殖大学教授

高井 晉 海洋政策研究財団島嶼資料センター長

中野 徹也 関西大学教授

《座長》

有識者懇談会メンバー

全５回の
懇談会を開催
（４月～６月） 平成２５年７月２日

報告書とりまとめ

報告書内容の検討
フォローアップ

１２月３日（火）
懇談会再開

【政府関係部局】

現状報告
諮問

「領土・主権をめぐる内外発信に関する有識者懇談
会」の再開
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領土・主権をめぐる内外発信に関する有識者懇談会報告書提言

○ 特に影響力の大きい個人や団体に対して、
正確な情報を共有

○ 政府だけでなく、海外で在住したり活躍している
民間人の存在が重要

○尖閣諸島をめぐる情勢について

○北方領土及び竹島問題について

○政府の取り組みについて

経済界等への働きかけ

会合等を通じた働きかけの
実 施

経済界等への働きかけ３



わかりやすさ・見やすさ・インパクトを重視

Web Site イメージ

○ 関係先リンク紹介 など

○ 竹島及び尖閣諸島に関する諸問題に係る簡単な解説

○ 政府の取り組みについて紹介

○ 領土・主権に係る解説

○ 動画を活用した情報発信

山本大臣による国民向けメッセージ

領土・主権に関する講演や各種事業等の様子 など

英語にも翻訳して発信

独自のWeb Siteの立ち上げ４



○領土・主権をめぐる情勢について、我が国の立場を説明。

○「力」を背景とした現状変更の試みは許されず、「法の支配」が早
期に確立されることが重要である等のメッセージを発信。

事例：フィリピン外相、国防相との会談（９月４日、５日）

（ガズミン比国防大臣）
（デルロサリオ外務大臣）
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海外出張を活用した対外発信５


